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MAN技術を用いた地域商用 IXの構築

八 代 一 浩† 林 英 輔††

エンドシステム間の通信環境の改善を行うために地域 IX（Internet Exchange）を用いる手法が
ある．地域 IXの必要性は認識され各地で運用が行われているものの，費用対効果などの問題から商
用的運用を行うには問題が多い．本論文では，まず地域商用 IXを構築する際の問題点を明らかにす
る．次にこの問題を解決する 1つの方法として，地域に商用 IXを構築するためのモデル，およびこ
のモデルに基づき MAN（Metropolitan Area Network）技術を実装した IXシステムを提案する．
さらに，このシステムの有効性を実証する実験によって技術的課題を検討した．その結果，このシス
テムによる IXの安定運用に問題がなく，したがって本モデルに基づくシステムの実現が可能である
ことを示す．最後に本モデルに基づいて実装を行った BeX-J（Broadband or Business EXchange
Japan）のシステムについて説明を行う．

An Implementation of Regional Commercial IX
with MAN Technologies

Kazuhiro Yatsushiro† and Eisuke Hayashi††

There is a method which use regional IX to improve the network environment between end
systems. Regional IX has been operated in several places but it is seldom to operate as a com-
mercial IX due to the unclear effects to the costs. First, this paper describes the problems to
construct a regional commercial IX. Next, we propose the model to solve these problems. And
then we recomand to use MAN technologies for the implementation. We also show that this
method can introduce the commercial management of regional IX because MAN technologies
influence to several layer providers. Finally, the BeX-J (Broadband or Business EXchange
Japan) are introduced as an implementation of this method.

1. は じ め に

CATVインターネットやADSL（Asymmetric Dig-

ital Subscriber Line）など高速で安価な接続線がイン

ターネットで利用されるようになり，多くの利用者が

常時高速でインターネットに接続を行うようになって

いる．しかしながら，利用者の立場でインターネット

を利用したとき，必ずしも高速で安定した通信が行え

ているわけではない．エンドシステム間の通信環境を

実際に観測すると，経路の不安定性，パケットの遅延，

到着間隔のばらつき（ジッタ），ロスなどの問題が生

じている1)∼3)．

このような問題を解決するため，ネットワークを複

数箇所で相互接続し，トラフィックの分散やエンドシ
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ステム間の経路を短くする手法がある．ネットワーク

を相互接続するには，相互に協定を結んだ ISP 間で

ネットワークの一部もしくはすべてをプライベートに

接続する方法と，複数の ISPが比較的広範囲なネット

ワークの間でパブリックに接続する方法がある．この

うち後者のようにネットワークを相互接続する技術と

して，インターネットエクスチェンジ（IX: Internet

Exchange）技術がある4),5)．そして，実際に接続を行

う機構をエクスチェンジポイント（Exchange Points）

あるいは単に IXと呼ぶ．IXは様々な視点から分類

できるが，IXで交換される経路情報の地理的な範囲

に着目し，Internaional IX，National IX，Regional

IX（以下地域 IX）と分類する場合が多い5),6)．

これまでの筆者らの研究において，地域 IXの構築

はエンドシステム間の通信環境の改善に有効であるこ

とが示されている7)．地域 IXの構築は，通信環境の

改善ばかりでなく，ISP相互の接続を行う機会を提供

しトラフィックの分散をもたらす効果もある．国内に

おいても複数の場所で，地域 IXの運用が実験的に行
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図 1 商用 National IX のモデル
Fig. 1 A model of national commercial IX.

われている．地域 IXの構築により，通信環境の改善，

通信の安全性，経路の安定性など地域 IXの必要性は

認識されている．しかしながら，これまでの運用から

各地に共通の問題として費用対効果に関する問題や技

術者不足による運用に関する問題が議論されている8)．

そのため地域 IX の必要性は認識されているものの，

運用を商用化するには多くの問題がある．

本論文では，まず地域商用 IXを構築する際の問題

点を明らかにする．次にこの問題を解決する 1つの方

法として，地域に商用 IXを構築するためのモデル，お

よびこのモデルに基づき MAN（Metropolitan Area

Network）技術を実装した IXシステムを提案する．さ

らに，このシステムの有効性を実証する実験によって

技術的課題を検討した．その結果，このシステムによる

IXの安定運用に問題がなく，したがって本モデルに基

づくシステムの実現が可能であることを示す．最後に

本モデルに基づいて実装を行った BeX-J（Broadband

or Business EXchange Japan）のシステムについて

説明を行う．

以下，2章では，国内規模で運用されている商用 IX

について述べる．そして，このモデルを地域に適用し

た場合の問題点を明確化する．3章ではこれらの問題を

解決した地域商用 IXのモデルを提案する．4章ではこ

のモデルを実現するための技術的課題としてMAN技

術を用いた IXの構築について検討を行う．そして，5

章では提案したモデルを適用して実装を行った BeX-J

について説明を行う．

2. 商用 IXについて

図 1 に国内規模で運用されている商用 IX（以下商

用 National IX）のモデルを示す．

このモデルでは IX事業者が安定したデータリンク

層を提供し，ISPがネットワーク層でトラフィックの

交換を行っている．IX 事業者は，施設内に参加者の

ネットワーク機器などを収容する場所を作り，ハウジ

ングサービスで収益をあげることもできる．一方，IX

に参加する ISPにとっては，参加者が多く集まること

による相互接続に関するコスト（ピアリングコスト）

の削減や，トラフィックの分散効果を期待して参加す

る場合が多い9)．

しかしながら，この商用 IXモデルを地域に導入す

図 2 地域商用 IX のモデル
Fig. 2 A model of regional commercial IX.

る場合には問題がある．まず，地域において参加する

ISPの数が限られるために，スケールメリットが得ら

れない．そのため，トラフィックの分散効果も期待で

きず3)，参加する ISPにとっては費用対効果の面で有

利さが明確にならない8)という問題がある．さらに IX

に参加するためには，以下のような費用も必要となり，

地域の ISPにとっては大きな負担となっている．

• IX事業者へのハウジング費用

• IXに接続するための通信費（専用線，ATMなど）

• トランジット（自組織の経路の転送サービス）を
依頼するための費用

これらの費用を削減する目的で 2つの地域 IXで商

用的な試みがされている．東海地域ではトランジット

の費用を削減する目的で，TKiX 10) の運用が行われ

ていた．また岡山地域の OKIX 11)では，IXを経由し

たトランジットサービスを提供する環境を作っている．

3. 地域商用 IXのモデル

2章で示した問題を解決し，地域で商用 IXを運用

するために図 2 に示すモデルを提案する．

本モデルでは，IXのサービス対象をネットワーク

層の ISPばかりでなく，物理層やアプリケーション

層まで拡張したモデルとしてとらえている．これによ

り，各層に属する事業者がそれぞれの資産を提供する

ことによって新たな地域商用 IXを構築することがで

きる．本モデルを用いることにより，地域にあっても，

IXへの参加者を増やすことができ，経済的効果が期

待できる．

以下にモデルの説明を各層ごとに行う．

• 物理層
光ファイバを保有する組織がサービスを提供する．

通信事業者ばかりでなくCATV会社や公共団体が

保有する光ファイバを利用することも可能である．

• データリンク層
IX事業者ばかりでなく，ISPでも，物理層の両端

に機器を設置することにより，自らデータリンク

層の構築に参加できる．また，物理層とデータリ

ンク層を合わせて，第 1種通信事業者（通信事業

者）によるサービスを利用することもできる．こ
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図 3 地域商用 IX 上のサービス例
Fig. 3 A service example on regional commercial IX.

れに相当するものとして，現在，通信事業者によ

るサービスとして，ATM，フレームリレー，Eth-

ernet 技術を用いた広域 LAN 接続サービスなど

がある．

• ネットワーク層
IXに参加する ISPが構築および維持を相互に行

う．十分なトラフィックがある場合には IXのサー

ビスとして，ルートサーバの提供なども可能であ

る．しかも広域なデータリンク層が構築されてい

るので，IXの設置されている施設以外でもサー

ビスを行うことができ，費用や安全性などを考え

たときに利点がある．さらに参加する ISPは各種

ネットワークへの転送（トランジット）サービス

を提供することができる．ここでのトランジット

サービスではインターネットへの接続性ばかりで

ないものも考えることができる．

• アプリケーション層
ASP（Application Service Provider）がサービ

スを提供する．サービスの内容として，キャッシュ

データの提供やミラーサーバの提供などを考える

ことができる．また，菊池らはアプリケーション層

でインターネットのトラフィックを交換するモデル

（PIX）の提案を行っている12)．この提案の中で

示される実装例（WWW，電子ニュース，DNS）

は本モデルにおいてもそのまま適用できる．

図 3に，本論文で提案する IXモデル上で実現可能

なサービス例を紹介する．

地域商用 IXには，ISP A，ISP B，ASP Aが参加

している．ISP Aおよび ASP Aは光ファイバを借り，

その両端にメディアコンバータを利用して IXに接続

を行っている．ISP Bはルータをスイッティングハブ

の近傍に設置している．ISP Aはユーザへのトラン

ジットサービスを提供している．ISP Bは ISP Aお

よび ASP Aにトランジットサービスを提供している．

ASP Aはキャッシュサーバを自組織の施設内に設置し

て IXの参加者に提供している．このような環境下で，

ISP Aに接続する Userは ASP Aが提供するキャッ

シュサーバを利用して，高速なWWW環境を利用す

ることができる．

4. 実装方法の提案と課題

このモデルを実現するためのシステムとして，MAN

技術を用いて実装するシステム構築を提案する．MAN

技術を利用することにより，データリンク層の物理的

な広がりと運用コストの削減が期待できる．さらに本

章では，MAN技術を用いて IXの構築を行うことの

技術的な課題について実験を行い評価を行う．

4.1 MANを構成する技術

Ethernetを用いたデータリンク層の技術は急速に

進歩している．その中で，2 つの技術に注目する．1

つはスイッチの技術であり，もう 1つは光ファイバを

利用した長距離 Ethernet技術である．Ethernetにス

イッチおよび VLANの技術が導入されたことにより，

LAN構成の自由度が拡大することになる．スイッチ

ングハブでは，ポート間の通信はいったんスイッチ内

のメモリに収容してから転送される．そのため，ポー

ト間で転送速度や遅延が異なる機器を接続しても，あ

る程度は収容することができる．一方，長距離 Eth-

ernet技術には，物理媒体に光ファイバ，無線などを

利用したものが存在するが，この中で，10BASE-F，

100BASE-FX，1000BASE-LXに着目する．これら

の技術は MMF（Multi Mode Fiber）を用い，短距

離で半二重の通信を行うことを想定しているが，SMF

（Single Mode Fiber）を用いて全二重の通信を行う場

合には，長距離（数 10 km）でも利用できる13)．長距

離 Ethernet技術は，ベンダの拡張技術に依存するも

のの，両端に同じ機器を接続することにより，十分な

性能を得ることができる．これにより，数 10 kmまで

同一のネットワークとしてデータリンク層を確立する

ことができる．本論文では，長距離 Ethernetを利用

してネットワークを構築する技術をMAN技術と呼ぶ．

4.2 MAN技術を用いた IXの構築

IXはデータリンク層を共有し，ネットワーク層の情

報を交換する技術である．データリンク層を共有する

方法として，スイッチングハブや，ATM網を利用す

る方法がある．図 4に現在の IXで広く実装されてい

るスイッチングハブを用いた IXの構築例を示す．こ
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図 4 現在の IX モデル
Fig. 4 A model of current IX.

図 5 MAN 技術を用いた IX のモデル
Fig. 5 A model of IX with MAN technologies.

の例では，IXの施設内（実線の円内）に，IX事業者

がスイッティングハブを設置し，データリンク層（点

線内）を提供している．そして，参加する ISPがルー

タをスイッチングハブに接続し，契約した ISPが相互

に接続を行っている．しかしながら，このような配置

では，ISPによる遠隔保守の必要性，施設の入室退室

制限や施設設置の賃借料の支払いなどの問題が生ずる．

一方，MAN技術を用いることにより，データリン

ク層をスイッチングハブから ISP の施設まで延長す

ることができる．図 5 に MAN 技術を用いた実装例

を示す．この図で，実線で示した円は IXの設置され

ている場所を示し，点線はデータリンク層の範囲を示

している．従来の方法と比較して，データリンク層の

広がりが特徴的である．

MAN技術を用いてデータリンク層を広域に分散さ

せることにより，参加する ISPにとっては，以下のよ

うな利点が考えらる．

• 自社内にルータなどの施設を設置できるため入退
室の制限を受けない．

• ハウジングの費用を削減できる．
• ルータの設置数を減少させることができるため管
理コストの削減が行える．

図 6 遅延時間のモデル
Fig. 6 A delay model.

一方で，従来の IXと比較した場合，MAN技術を

用いた IXにも課題がある．従来の IXではデータリ

ンク層を共有装置として，スイッチングハブのみを利

用する．しかしながら，MAN技術を用いた場合には，

データリンク層の構築にスイッチングハブ，メディア

コンバータ，光ファイバ，ツイストペアケーブルを用

いることになる．ネットワーク機器の数の増加，転送

距離が延長されたことによる影響，媒体の転送速度の

制限から，以下のような課題が考えられる．

• 転送速度が遅いため遅延が大きい．
一般的なスイッチングハブの転送速度は数Gbpsで

あるのに対し，1000BaseSXでも 1 Gbpsとなる．

• 媒体内にパケットが滞留する時間が長いために，
衝突が起きる可能性が高い．

以下にこの技術的な問題について考察を行う．

4.3 遅延に対する考察

MAN技術を用いた IXを構成するうえで問題とな

る遅延について考察を行うために，図 6 に示すモデ

ルを用いて検討を行う．左側を IXに接続する ISP A

の施設内の計算機とし，右側を IXに設置された計算

機とする．

ISP Aと IX間の距離を s とする．ISP Aと IX間

の ICMP Echoと Echo Replyが行われる場合の遅延

について検討する．本モデルにおいて，MAN技術を

用いた場合の遅延は大きく 4つの部分から構成される．

( 1 ) dm：物理的制限による遅延

物理層に用いる媒体の物理的な特性による遅延

である．この遅延は 2点間の距離を s，媒体の

速度を C とすると，dm = s/C で表される．

光ファイバを用いた場合には，光ファイバ中を

進む光の速度と距離に依存する．ガラスの屈折

率を 1.5とし，光の進む速度を 3× 108 m/sと
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図 7 実験網
Fig. 7 An experimental network.

したとき，100 kmの距離で遅延時間は 0.5ms

程度となる．

( 2 ) dp：ネットワーク機器による遅延

メディアコンバータの遅延が対象となる．

( 3 ) dt：転送遅延

転送遅延 dt は，dt = Ps/Vl で表される．こ

こで，Ps はパケットサイズ，Vl は転送速度で

ある．1,000 byteのデータの転送を考えたとき，

100Mbpsの転送速度で，0.8 msの遅延となる．

( 4 ) dp：処理遅延

ホストのインターフェイスにパケットが収容さ

れ，処理（ICMP Echo Reply）が行われてパ

ケットがインタフェースから出てくるまでの遅

延時間である．

これらのうち，処理遅延はホストのみに依存する遅

延であり，データリンク層の構造とは関係がない．

4.4 実 験

物理的制限による遅延，ネットワーク機器による遅

延，転送遅延が実際の通信環境でどの程度あるかを調

べるために実験を行った．実験環境を図 7に示す．ま

ず，100Mbpsの転送速度を持つメディアコンバータ

の両端に計算機（Host Bおよび C）を設置する．Host

Bと Host Cの間は約 4 kmの SMFで接続されてお

り，その両端に 100BASE-TXと 100BASE-FXのメ

ディアコンバータが接続されている．Host Aと Host

Bは 100BASE-TXを用いて同じスイッチングハブに

接続している．

次に，Host Aから Host B，Cに，それぞれパケッ

トサイズを 100 byteから 1,400 byteまで 100 byteず

つ変化させながら，pingコマンドを利用して遅延時

間を計測した．実環境における遅延の測定は，ランダ

ムな間隔で，複数回測定した中で，最良値を選択する

ことによって，ほぼ実効値が得られることが知られて
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図 8 測定結果
Fig. 8 Results of the mesearment.
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図 9 測定結果（Host B–Host C）
Fig. 9 Results of the mesearment (Host B–Host C).

る14)．本実験では，実環境とは違い他にパケットがな

い実験網を構築した．測定はそれぞれのパケットサイ

ズで 10回ずつ測定し，その中の最小値を 2点間の遅

延時間とした．メディアコンバータには Fujikura 社

の FN1051S-15を用いた．また，Host A，B，Cは

PC-UNIXで構成し，OSは FreeBSD 3.4-RELEASE

を用いた．

計測結果および理論的な転送遅延を図 8に示す．そ

れぞれのホストへの pingコマンドの結果を見ると，パ

ケットサイズが 100 byteのときに 0.18 ms，1,400 byte

のときに 0.43 msの差がある．これがメディアコンバー

タを利用した場合の往復の遅延時間である．この部分

をさらに調査するため，Host Bと Host Cの間でさら

に pingコマンドを用いて同様な実験を行った．その

結果を図 9に示す．また，Host Bと Host Cの間のス

ループットの計測も行った．計測には，netperf 15)を

用いている．その結果を表 1 に示す．netperfの測定

では，confidential levelを 99%とし，TCPストリー

ムの測定をパケットサイズを変更して行った．
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表 1 スループット
Table 1 Throughput.

ソケット メッセージ スループット
サイズ（byte） サイズ（byte） （Mbps）

57,344 4,096 94.79

57,344 8,192 94.78

57,344 32,768 94.78

32,768 4,096 94.79

32,768 8,192 94.77

32,768 32,768 94.79

8,192 4,096 94.76

8,192 8,196 94.75

8,192 32,768 94.77

4.5 考 察

測定結果より，パケットサイズを 1400 byteとした

とき，従来の方法と比較して約 0.45msの遅延が生じ

ている．この遅延時間は利用者の立場から見たときに

は無視できる遅延時間である．なぜなら，今回の実験

のようにスイッチングハブに計算機を直接接続した形

でサービスを受ける利用者は実際の環境では存在せず，

一般的にはルータなどのネットワーク機器を経由して

サービスの提供を受けている．ルータでは，キューイ

ング，経路検索，IPヘッダ処理などを行うための遅延

が生じる．これらの遅延と比較して，本手法による遅

延は十分に小さい．

技術的な側面から検討すると，この遅延は媒体の中

にパケットが滞留する時間が長いことを示している．

媒体の中にパケットが滞留する時間が長いとパケット

の衝突や輻輳の可能性は高まる．この問題を解決する

ためには以下のような方法がある．1つは輻輳回避ア

ルゴリズムを用いたネットワーク機器を採用する方法

である．輻輳回避アルゴリズムとして RED（Randam

Early Detection）16) などがある．これらのアルゴリ

ズムを実装したネットワーク機器を用いることにより，

TCPの転送がエンドシステム間で制御されるため，輻

輳が起こりにくくなる．もう 1つの方法は，ISPと IX

間の接続線に変更を加える方法である．変更を加える

方法としては，帯域を広くする方法（接続線を複数用

意しそれらを束ねて利用）と接続線を高速化する方法

がある．これらの方法を用いることにより，パケット

衝突や輻輳の可能性をきわめて低く抑えることが可能

である．

5. 実 現 例

これまで，地域において商用 IXを実現するための

モデルおよびその実装に関する提案を行った．本章で

は，これらの提案を一部実現した例として，山梨地域

の地域商用 IXである BeX-Jを紹介する（図 10）．

図 10 実装例
Fig. 10 An implementation.

BeX-Jではスイッチングハブを IXの施設内に設置

している．ISP A は ATM 専用線を用いて IX に接

続を行っている．接続に際してはルータを IXが置か

れる施設内に設置している．ISP Bは IXと同じ建物

内にあるため，ルータを介して直接 IXに接続してい

る．ISP Cは光ファイバの両端にメディアコンバータ

（100BASE-TX/100BASE-FX）を接続して，既存の

地域 IXである Y-NIX 17) への経路転送をサービスし

ている．同様に ISP Cは JGN（Japan Gigabit Net-

work）18) への経路転送をサービスしている．BeX-J

に参加している組織を OSI 層別に紹介する．物理層

では CATV事業者が光ファイバの提供を行っている．

データリンク層は IX事業者がスイッティングハブの

提供を行っている．また，ISP C，Dは光ファイバの両

端にメディアコンバータを接続することにより，デー

タリンク層の構築にかかわっている．ネットワーク層

では，ISP A，C，Dがそれぞれ経路の転送サービス

を提供している．アプリケーション層のサービスは現

在は行われていないが，WWWサーバの代理運用や，

電子ニュースの代理処理サービスが検討されている．

6. お わ り に

本論文では，地域商用 IX構築を可能にするモデル

およびこのモデルに基づくシステムの実現例として，

MAN 技術を実装したシステムを提案した．そして

MAN技術を用いてデータリンク層を構築した場合に

問題となる遅延時間を測定し，その結果について議論

を行った．その結果，利用者に対して十分小さい遅延

時間でサービスが提供できることが示され，IXの安

定運用に技術的問題がないことを示した．最後に，本

手法を部分的に適用し実装を行った BeX-Jの紹介を

行った．今後の課題として，

• コスト計算を含めた地域商用 IXのモデルの評価，

• 地域商用 IXのモデルの経済的効果，
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• 継続的な運用による安定性の評価，
などを行う必要がある．
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